
「斜面緑地における開発行為の制限」適用と経過措置のイメージ

１　適用
（１）地目山林

（２）緑化の規定

(条例2条2号の開発事業の内容)

２　経過措置（”判断する日”を開発許可申請の日とし、手続の経過措置を開発構想書提出とする）

開発許可要か

500㎡未満か

オ｢斜面地開発行為｣か

【開発事業調整条例上の緑化基準の適用】

適用外（条例18条4号で緑化）

適用外（法29条1項2号3号該当は条例６条及び条例18条4号で緑化）

適用外（条例18条4号で緑化）

適用外（条例18条9号で緑化）

【条例35条１項の適用】

（施行日前に開発構想書提出）

斜面緑地適用(※)

ア｢開発行為｣か

適用

（施行日前に地目変更して継続）

適用外…３項

（判断する日の５年前に登記変更）

※　条例18条４号緑化も適用となる

【条例35条２項３号ア及びイについて】 【条例35条２項３号本文について】

適用外

適用外…２項

(附則)

(条例35条２項３号)

施行日 施行日５年後

構想書提出 許可申請

地目変更 許可申請構想書提出

地目変更 許可申請構想書提出

地目変更 許可申請構想書提出

課税山林登記山林

適用外適用外

全部山林

一部山林外

全部山林外

遡及しない

5年以上

5年未満

5年未満

   YES        NO

登記山林かつ課税山林

適用

適用外

適用

山林→山林以外

適用

山林→山林以外

山林→山林以外


